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第２章 交野市の教育及び市立小・中学校の現状と将来予測 

１．これからの交野市の学校教育 

本市では、小学校教育から中学校教育への円滑な接続を目指した「小中連携教育」を、平成 22

年度から実施し、様々な取組みを進めることで、いわゆる「中１ギャップ」の解消に努めてきまし

た。このような小中連携の取組みを進める中で、実際に中学校では不登校数の減少や暴力行為の発

生数の減少などの成果もあがっています。 

しかしながら、近年、国際化や情報化など、子どもたちを取り巻く環境の大きな変化の中で、学

習意欲の低下やいじめ問題、教育内容の量的・質的充実、児童生徒の発達の早期化等に関わる現象

など様々な課題が指摘されています。 

 そこで、本市では、次期学習指導要領が小学校では平成 32年度から、中学校では平成 33年度

から全面実施される中、これらの課題を解決していくため、従来の小学校６年間、中学校３年間と

いう考え方でなく、小・中学校の接続部分に重点をおいて取り組んできた小中連携教育をさらに発

展させた小中一貫教育を積極的に進めます。小・中学校の教職員がめざす子ども像を共有し、９年

間を通じた教育課程を編成し、義務教育終了までの「学びの連続性」を保障する系統的な教育をめ

ざします。 

 

図表 小中連携教育と小中一貫教育 

小中連携教育：小・中学校が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教

育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育 

 

小中一貫教育：小中連携教育のうち、小・中学校がめざす子ども像を共有し、９年

間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育をめざす教育 

 

図表 小中連携教育から小中一貫教育への移行イメージ図 
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図表 「交野の小中一貫教育」のイメージ 

 

小中学校間の主な取組み
・「めあてをつかむ」→「一人でじっくり考える」→「ペアやグループで意見を交流する」

「クラスで学び合う」→「学習したことをふりかえる」交野スタンダードによる授業づくり
・グローバル・コミュニケーション能力向上支援事業による英語教育
・小学校6年生の学校見学、体験授業、クラブ見学
・中学校区合同教職員研修
・教職員による小小の交流参観、小中の授業参観
・小学校1年生から中学校3年生までの「家庭学習の手引き」を校区で統一して作成
・校区校長会、校区小中連携担当者会議の実施
・中学校区での学校評議員会の開催 等

小中一貫教育とは・・・

学校・家庭・地域がめざす子ども像を共有し、小・中学校９年間を見通して取り組む教育

めざす子ども像

交野市の小中一貫教育

９年間を見通した指導の一貫性や系統性を図り、授業
研究や指導方法の工夫改善を図るための体制づくりを
すすめています。

（「交野市学校教育ビジョン」Ｈ25.10 より）

小中9年間の教育課程（カリキュラム）の
編成や指導方法などの工夫・改善を図る

平成32年度（次期小学校学習指導要領全面実施）より全中学校区で小中一貫教育を実施

新学習指導要領に対応した３つの柱

自らの意見を伝える、各自が意見を伝え合い話し合うと
いった、「めざす子ども像」の実現に向け、共同して指導
の在り方の研究と実践を行い、連携を一層深めます。

これらにより、就学前から義務教育終了までの「学びの
連続性」を保障する教育を充実させます。

（「交野市教育大綱」Ｈ28.1 より）

言語活用力の向上

・学校図書館の活用
・言語活動の充実
・読書活動の推進

小学校入学

中学校卒業

問題解決能力

未知に対応する力

協働する力

プログラミング
教育の推進

・ロボットを活用した授業
・ネイティブスピーカーと学
ぶ授業

・中学校教員が小学校で
授業
・英検IBAの実施

外国語教育の充実

交野市小中一貫教育推進指針（H29.3）

教科等間の横のつながりとともに、「義務教育を終える段階で身に付けておくべき力は何か」や「18歳の段階で身に
付けておくべき力は何か」という観点から、初等中等教育の出口のところで身に付けておくべき力を明確にしながら、
幼・小・中・高の教育を、縦のつながりの見通しを持って系統的に組織していくことも重要である。

（中央教育審議会 教育課程企画特別部会 論点整理 Ｈ27.8 より）

・小中一貫型小学校・中学校や義務教育学校だけではなく、現行の枠組み内でも「小中一貫教育」の取組みは必要
・「中1ギャップ」解消等を目的化するのではなく、小中一貫教育により義務教育の質を変える
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西暦（年） 1872 1885 1947 1968 1971 1972 1974 1975 1977 1978 1980 1983 1984 平成３０年５月１日現在

和暦（年） 明治5 明治18 昭和22 昭和43 昭和46 昭和47 昭和49 昭和50 昭和52 昭和53 昭和55 昭和58 昭和59

交野小学校
　   　　分離

　　   　分離 倉治小学校

岩船小学校
　　 　　　 　分離

　　  　分離 私市小学校

郡津小学校
　　　　　分離

長宝寺小学校

星田小学校
　　　　　分離

　　　　 分離 旭小学校

妙見坂小学校
　　　　　分離

藤が尾小学校

※児童数（生徒数）内には支援学級児童（生徒）を含む

※学級数には支援学級数は含まない

西暦（年） 1872 1885 1947 1968 1971 1972 1974 1975 1977 1978 1980 1983 1984

和暦（年） 明治5 明治18 昭和22 昭和43 昭和46 昭和47 昭和49 昭和50 昭和52 昭和53 昭和55 昭和58 昭和59

第一中学校
交野小、星田小 ＋郡津小 ＋岩船小 ＋私市小 分離　岩船小、私市小 交野小、長宝寺小

分離　星田小 第四中学校
分離　郡津小 分離　藤が尾小 岩船小、藤が尾小、私市小

第三中学校
星田小、＋妙見坂小 ＋旭小 ＋藤が尾小 長宝寺小学校区編入 星田小、妙見坂小、旭小

第二中学校
郡津小 ＋倉治小 ＋長宝寺 郡津小、倉治小

第三 587 15
星田小学校、妙見坂小学校、

旭小学校

第二 636 17
郡津小学校
倉治小学校

第一 378 11
交野小学校

長宝寺小学校

第四 526 14
岩船小学校、藤が尾小学校、

私市小学校

藤が尾 324 12 第四中学校

中学校名
生徒数
（人）

学級数
（学級）

学校区内小学校

旭 358 12 第三中学校

妙見坂 367 12 第三中学校

長宝寺 161 6 第一中学校

星田 322 12 第三中学校

私市 409 13 第四中学校

郡津 593 19 第二中学校

倉治 695 23 第二中学校

岩船 364 12 第四中学校

小学校名
児童数
（人）

学級数
（学級）

中学校区

交野 520 18 第一中学校

２．市立小・中学校の変遷 

本市では、昭和 40年代後半から昭和 50年代にかけて児童生徒数が急増し、これに対応するた

め学校施設の新設・分離開校を行ってきました。 

小学校では、昭和 40年代初頭までは交野小学校、星田小学校の２校でしたが、昭和 43年に郡

津小学校を開校して以降、新設・分離開校を続け、昭和 55年に私市小学校を開校して 10校体制

となり、昭和 56年以後、児童数が急減したこともあり、新設開校は行わずに現在に至っています。 

中学校は、当初は第一中学校の１校だけでしたが、生徒数の増加に伴って昭和 47年に第二中学

校を開校、昭和 50年に第三中学校を開校、昭和 58年に第四中学校を開校して４校となりました

が、生徒数が昭和 61年以降減少に転じたため新設開校は行わず、現在に至っています。 

 

図表 市立小・中学校の変遷状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○昭和 40 年代後半から昭和 50 年代にかけての児童生徒数の急増に対応するため、小・中学校の

新設・分離開校により対応してきたが、以後児童生徒数が減少するも、学校施設はそのままの規模

で維持し続けてきた。 
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H30年 将来(H57)
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121
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S57年比51%まで減少
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第二減少期

学級数

ピーク(S58)

過去実績 将来推計
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３．児童生徒数・学級数の推移と将来予測 

（１）市立小・中学校の児童生徒数・学級数の推移と将来予測 

児童生徒数及び学級数の状況をみると、小・中学校の児童生徒数は、昭和 57年度の 12,164

人をピークに減少しており、平成 30年 5月 1日時点では、6,240人とピーク時の約 51％とな

っています。今後も児童生徒数は減少していく見込みであり、平成 57年度では、平成 30年度と

比較して、さらに約 41％減少することが予測されます。 

学級数は、昭和 58年度にピークを迎えて以降、減少傾向にあり、この傾向は今後も続くと予測

されます。平成 30年度の学校別普通学級数では、小学校が平均 13.9学級（１学年当たり 2.3学

級）、中学校が平均 14.3学級（1学年当たり約 4.8学級）です。平成 30年度時点で適正規模を

満たしていない学校は、小学校で長宝寺小学校１校のみとなっています。平成 57年度には小学校

で 6校が 12学級を下回り、中学校は４校すべてが 9学級になると見込まれます。 

※「適正化基本方針」では、「交野市の小学校の適正規模は 12～24学級（1学年あたり 2～4学級）。11学級以下を

小規模。中学校の適正規模は 9～18学級（19～24学級も許容する）。8学級以下を小規模。」としています。 

※以下の資料は、平成 31年度から平成 36年度までは平成 30年５月１日時点の０歳から５歳児までの人口から私立小

中学校就学者数を除いた値とし、平成 37年度以降は平成 30年５月１日時点の児童生徒数に国立社会保障・人口問

題研究所推計値等で試算しています。 

 

図表 市立小・中学校の児童生徒数及び学級数の推移と将来予測（各年5月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※児童生徒数には、支援学級在籍児童生徒数を含む。 

※学級数は、普通学級数（支援学級数は含まない）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市立小・中学校の児童生徒数は昭和 40 年代後半から昭和 50年代にかけて急増し、昭和 57 年

度にピークを迎えたが、その後 10年余りで急減した。 

○その後平成 11 年度以降、約８年間、再び増加の時期を迎えたが、平成 18 年度を境に第二の減

少期を迎え、大規模な住宅開発等を考慮しない場合、児童生徒数の減少は、将来まで続く見込

み。平成 57年度には、平成 30年度の 59％、ピーク時（昭和 57年度）の 30％まで減少。 

○学級数もおおむね児童生徒数の増減と同様の傾向を示し、将来まで減少が続く見込み。 
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（２）小学校別の児童数・学級数の推移と将来予測 

図表 小学校別の児童数の推移と将来予測（各年5月1日） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※児童数には、支援学級在籍児童数を含む。 

 

図表 小学校別の学級数の推移と将来予測（各年5月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学級数は、普通学級数（支援学級数は含まない）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小学校の児童数は、平成 57 年度にかけて長期的に減少傾向が続くと見込まれるが、学校別にみ

ると、増加する学校、減少する学校、横ばいが続く学校など、小学校ごとに変化はさまざまに異な

る。 

○小学校の学級数も、学校別にみると、変化はさまざまに異なる。平成 30 年度時点では 12 学級未

満の状態の学校は１校のみだが、平成 53年度には 6校まで拡大する見込み。 
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図表 中学校別の生徒数の推移と将来予測（各年5月1日） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※生徒数には、支援学級在籍生徒数を含む。 

 

図表 中学校別の学級数の推移と将来予測（各年5月1日） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学級数は、普通学級数（支援学級数は含まない）としている。 

 

  ○中学校の生徒数についても、平成57年度にかけて長期的に減少傾向が続くと見込まれるが、学校

別にみると、一時は増加する学校、減少を続ける学校など、中学校ごとに変化はさまざまに異なる。 

○中学校の学級数も、学校別にみると、変化はさまざまに異なる。また、平成 54年度には、全校が 9

学級となる見込み。 
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図表 中学校区別の児童生徒数の推移と将来予測（各年 5月 1日） 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

※児童生徒数には、支援学級在籍児童生徒数を含む。 

 

 

 

  

 

 

 

  

○中学校区単位での児童生徒数は、その規模に違いがあり、最も多い第二中学校区と最も少ない第

一中学校区では平成 30年度で約 1.8倍の開きがある。 

○児童生徒数は長期的には減少傾向が続くと見込まれるが、中学校区ごとに変化は異なる。 

しかし、平成 30年度から 57年度にかけての中学校区単位での児童生徒数は、平成 30年度比で

53％から 76％の範囲となる。  
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岩船小学校区

藤が尾小学校区

妙見坂小学校区

旭小学校区

私市小学校区

市域の約半分を占める
山間部は、居住者が非
常に少ない。

【交野市の学校施設】

約4km

約
4km

第四中学校区

星田
小学校区

小学校：１０校
中学校： ４校

４．学校施設の配置・学校区状況 

（１）学校施設の配置と学校区の状況 

本市は、市域約 25.55k㎡のコンパクトな範囲に、小学校 10校と中学校４校があります。 

市域の北東部から南西部にかけて山地が連なっており、約半分の面積を占めています。市街地は、

北西側約４km 角の範囲に形成されています。 

小・中学校は、すべて市街地部分に設置されており、小学校区・中学校区については、図表のと

おりとなっています。 

 

図表 学校区の状況 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

○市立小・中学校は、小学校10校、中学校4校の合計14校があり、コンパクトな範囲に配置。 

○市の北西側が市街地となっており、南東側は山間部になっている。 
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（２）学校施設の配置と地域区分 

交野市都市計画マスタープランでは、交野市全体構想で定めた基本方針に基づき、交野市内の５

つの地域ごとにそれぞれの特性と地域住民の意向を踏まえて、今後のまちづくりに関する方向性や

地域別構想を定めています。 

 

図表 ５つの地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

市街化区域

市街化調整区域

山間部

くらじ地域

いわふね地域

ほしだ地域

きさべ地域

こうづ地域

凡例

くらじ地域

こうづ地域

きさべ地域

いわふね地域

ほしだ地域

【５つの地域】
旧来の集落の成り立ち
や結びつき、地形地物
を勘案して区分

交野北IC

第二京阪（及び国道1号）

至巨椋池ICJR片町線
至木津駅

国道168号

京阪交野線

至枚方市駅

交野南IC

至門真JC

至京橋駅

○「くらじ」地域とは、概ね倉治、東倉治、神宮寺の地区 

○「こうづ」地域とは、概ね幾野、郡津、梅が枝、松塚の地区 

○「きさべ」地域とは、概ね私部、天野が原町、向井田、私部西、私部南、青山の地区 

○「ほしだ」地域とは、概ね星田、藤が尾、妙見坂、星田山手、南星台、妙見東、星田北、

星田西の地区 

○「いわふね」地域とは、概ね私市、私市山手、寺、森南、森北、傍示、寺南野の地区 
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半径１㎞

学校間0.2㎞

学校間0.3㎞

学校間0.8㎞

学校間0.8㎞

（３）小学校の配置状況と通学距離 

本市の北西側に位置する市街地部分は、おおむね小学校から半径１km の範囲内にあります。 

また、郡津小学校と長宝寺小学校では、学校間の距離が約 0.2kmとなっており、星田小学校と

旭小学校では、学校間の距離が約 0.3kmとなっているなど、学校間の距離が短い小学校がありま

す。 

 

図表 小学校の距離関係と配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○市街地部分は、おおむね小学校から半径１㎞の範囲内にある。 

○学校間の距離が非常に短い小学校がある。 

（郡津小学校と長宝寺小学校、星田小学校と旭小学校） 
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小学校では、集団登校を実施しており、児童の通学距離は、適正化基本方針で基本と定める通学

距離の範囲内となっています。 

 

※「適正化基本方針」では、「小学校の通学距離は 2㎞以内を基本としつつ 3㎞を許容範囲とし、中学校の通学距離

は 3㎞以内を基本としつつ 4㎞を許容範囲とする」としています。 

（文部科学省が公立小・中学校の施設費の国庫負担対象となる学校統合の条件として定めている小学校の通学距離

はおおむね 4km以内、中学校はおおむね 6km以内） 

 

図表 小学校までの通学距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○本市において児童の通学距離（道のり）が最も長いのは、星田西地域から旭小学校までの約 2.0 ㎞

となっている。 

○市街地部分では、いずれの地域からも半径２㎞以内に複数の小学校が配置されている。 
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半径2㎞

学校間0.8㎞

（４）中学校の配置状況と通学距離 

本市の北西側に位置する市街地部分は、おおむね中学校から半径２km の範囲内にあります。 

また、第一中学校と第四中学校では、学校間の距離が約 0.8km となっており、比較的学校間の

距離が短くなっています。 

 

 

図表 中学校の距離関係と配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○市街地部分は、おおむね中学校から半径１㎞の範囲内にある。 

○学校間の距離が比較的短い中学校がある。 （第一中学校と第四中学校） 
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半径2㎞

半径2.5㎞

半径3㎞
通学距離
2.0㎞

通学距離
2.3㎞

通学距離
最遠2.5㎞

半径3㎞以内に
複数の中学校

 生徒の通学距離は、適正化基本方針で基本と定める通学距離の範囲内となっています。 

 
※「適正化基本方針」では、「小学校の通学距離は 2㎞以内を基本としつつ 3㎞を許容範囲とし、中学校の通学距離

は 3㎞以内を基本としつつ 4㎞を許容範囲とする」としています。 

 （文部科学省が公立小・中学校の施設費の国庫負担対象となる学校統合の条件として定めている小学校の通学距離

はおおむね 4km以内、中学校はおおむね 6km以内） 

 

図表 中学校までの通学距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本市において生徒の通学距離（道のり）が最も長いのは、東倉治地域から第二中学校までの 

約 2.5㎞となっている。 

○市街地部分では、いずれの地域からも半径 3㎞以内に複数の中学校が配置されている。 
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S58 H30

17 → 13

私市小

S58 H30

23 → 12

藤が尾小

S58 H30

19 → 12

旭小

S58 H30

16 → 6

長宝寺小

S58 H30

15 → 12

妙見坂小

S58 H30

23 → 23

倉治小

S58 H30

20 → 12

岩船小

S58 H30

27 → 19

郡津小

S58 H30

20 → 12

星田小

S58 H30

28 → 18

交野小

-223人
S58年比：65%

-653人
S58年比：44%

-556人
S58年比：37%

-349人
S58年比：51%

-452人
S58年比：26%

-165人
S58年比：69%

-226人
S58年比：75%

-390人
S58年比：48%

-485人
S58年比：55%

-387人
S58年比：45%

昭和58年度（ピーク時※ ）→平成30年度

人口増減数

-500～

-300～-500

-100～-300

0～-100

山間部

児童増減数

25学級以上

12～24学級

11学級以下

（５）小学校の配置状況と児童数・学級数の面的変化 

昭和 58年度から平成 30年度にかけて、児童数が最も大きく減少したのは交野小学校で、653

人の減少、一方、減少が最も少なかったのは妙見坂小学校で、165人の減少となっています。 

昭和 58年度の児童数に対する平成 30年度児童数の比率でみると、長宝寺小学校は 26％まで

減少しています。 

同じ期間で、学級数が最も大きく減少したのは藤が尾小学校で、11学級減少、一方、減少が最

も少なかったのは倉治小学校で、減少なしとなっています。 

図表 小学校の児童数・学級数の面的変化（昭和 58年度～平成 30年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小中学校全体の学級数のピークは昭和 58年度。 

 

 

 

 

 

 

 

○児童生徒数のピーク時以降約 30 年の間に、すべての小学校で児童数は減少。それに伴って、各学校

の学級数も減少。  

○児童数が最も大きく減少したのは交野小学校で、次いで藤が尾小学校、郡津小学校。一方、減少が小

さかったのは妙見坂小学校で、次いで私市小学校、倉治小学校。  

○学級数の減少も各学校によって異なり、減少が最も大きかったのは藤が尾小学校で、次いで長宝寺小

学校、交野小学校。一方、減少が最も小さかったのは倉治小学校、次いで妙見坂小学校、私市小学

校。 
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H30 H57

13 → 12

私市小

H30 H57

12 → 6

藤が尾小

H30 H57

12 → 6

旭小

H30 H57

6 → 6

長宝寺小

H30 H57

12 → 7

妙見坂小

H30 H57

23 → 12

倉治小

H30 H57

12 → 6

岩船小

H30 H57

19 → 12

郡津小

H30 H57

12 → 6

星田小

H30 H57

18 → 12

交野小

-172人
H30年比：53%

-175人
H30年比：57%

-136人
H30年比：58%

-171人
H30年比：52%

-50人
H30年比：69%

-148人
H30年比：60%

-282人
H30年比：59%

-272人
H30年比：54%

-138人
H30年比：57%

-91人
H30年比：83%

平成30年度→平成57年度（将来）

人口増減数

-500～

-300～-500

-100～-300

0～-100

山間部

児童増減数

25学級以上

12～24学級

11学級以下

平成 30年度から 27年後の平成 57年度までの児童数の推計では、すべての小学校で児童数は

減少する見込みで、このうち倉治小学校が 282人と最も大きく減少する見込みとなっています。 

平成 30年度の児童数に対する平成 57年度児童数の比率でみると、旭小学校が 52%まで減少

する見込みです。 

同じ期間で、長宝寺小学校を除く 9小学校で学級数は減少する見込みですが、最も大きく減少す

るのは倉治小学校で、11学級減少の見込みとなっています。 

 

図表 小学校の児童数・学級数の面的変化（平成 30年度～平成 57年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※児童数・学級数の将来変化については、大規模な住宅開発等は加味していない。 

 

 

 

 

  

○大規模な住宅開発等を考慮しない場合、小学校の将来の学級数の変化では、6 から 12 学級と推測さ

れ、小規模校が増加すると見込まれる。また、適正規模の範囲内となる学校であっても全て12学級とな

り、適正範囲の最少の学級数まで減少するため、さらに児童数が減少した場合は小規模校が増加するこ

とが予想される。 
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S58 H30

17 → 14

第四中

S58 H30

25 → 15

第三中

S58 H30

33 → 17

第二中

S58 H30

22 → 11

第一中 -545人
S58年比：41%

-155人
S58年比：77%

-491人
S58年比：54%

-755人
S58年比：46%

昭和58年度（ピーク時※ ）→平成30年度

人口増減数

-500～

-300～-500

-100～-300

0～-100

山間部

生徒増減数

19学級以上

9～18学級

8学級以下

（６）中学校の配置状況と生徒数・学級数の面的変化 

昭和 58年度から平成 30年度にかけて、生徒数が最も大きく減少したのは第二中学校で、755

人の減少、一方、減少が最も少なかったのは第四中学校で、155人の減少となっています。 

昭和 58年度の生徒数に対する平成 30年度生徒数の比率でみると、第一中学校は 41%まで減

少しています。 

同じ期間で、学級数が最も大きく減少したのは第二中学校で、16学級の減少、一方、減少が最

も少なかったのは第四中学校で、3学級の減少となっています。 

図表 中学校の生徒数・学級数の面的変化（昭和 58年度～平成 30年度） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※小中学校全体の学級数のピークは昭和 58年度。 

 

 

 

 

  

○児童生徒数のピーク時以降約30年の間に、すべての中学校で生徒数は減少。それに伴って、各学

校の学級数も減少。 

○生徒数の減少が大きい順から第二中学校、第一中学校、第三中学校、第四中学校。 
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H30 H57

14 → 9

第四中

H30 H57

15 → 9

第三中

H30 H57

17 → 9

第二中

H30 H57

11 → 9

第一中

-230人
H30年比：56%

-305人
H30年比：48%

-282人
H30年比：56%

-117人
H30年比：69%

平成30年度→平成57年度（将来）

人口増減数

-500～

-300～-500

-100～-300

0～-100

山間部

生徒増減数

19学級以上

9～18学級

8学級以下

平成 30年度から 27年後の平成 57年度までの生徒数の推計では、すべての中学校で生徒数は

減少する見込みで、このうち第三中学校が 305人と最も大きく減少する見込みとなっています。 

平成 30年度の生徒数に対する平成 57年度生徒数の比率でみると、第三中学校が 48％まで減

少する見込みです。 

同じ期間で、すべての中学校で学級数が減少する見込みですが、最も大きく減少するのは第二中

学校で、８学級減少の見込みとなっています。 

 

図表 中学校の生徒数・学級数の面的変化（平成 30年度～平成 57年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※生徒数・学級数の将来変化については、大規模な住宅開発等は加味していない。 

 

 

 

 

  

○大規模な住宅開発等を考慮しない場合、中学校の将来の学級数の変化では、全中学校が 9学級

と推測され、適正規模の範囲内ではあるが、さらに生徒数が減少した場合は小規模となるおそれが

ある。 
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約
6.

8k
m

約5.4km

第二京阪（及び国道1号）

国道168号

交野北IC

交野南IC

至巨椋池IC

至門真JC

京阪交野線

JR片町線

至枚方市駅

至京橋駅

至木津駅

開発による大規模な
人口の増加が予想さ
れる地区

② 星田駅北地域（約28ha）
戸建て住宅 350戸
分譲マンション ２か所 310戸

① 倉治８丁目地域（約５ha）
戸建て住宅 103戸
低層集合住宅 ３棟

③ 星田西地域（約1.3ha）
戸建て住宅 26戸
低層集合住宅 １棟

凡例

市街化区域

市街化調整区域

山間部

小学校区界

５．今後の開発状況 

今後の児童生徒数に影響を与える要因の一つとして、住宅開発の動向がありますが、本市では現

在、星田駅北地域、倉治８丁目地域、星田西地域で比較的大きな住宅開発が計画されています。 

このうち星田駅北地域で最も大規模な住宅開発が計画されており、小学校区では星田小学校区及

び藤が尾小学校区の２校区にまたがり、中学校区では第三中学校区と第四中学校区にまたがってい

ます。平成 29 年時点で、規模は戸建て住宅 350 戸、分譲マンション２か所 310 戸が想定され

ています。 

図表 今後の住宅開発の動向（平成 29年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○星田駅北地域や倉治 8 丁目地域では、大規模な開発が計画されており、児童生徒数に大きな影響

を及ぼすおそれがある。 
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平成30年5月1日現在

学校名 児童数 学級数※１ 校長 教頭 養護教諭 栄養教諭 事務職員
教員数

（教諭＋講師）
教職員数

合計

長宝寺小学校 161 6(2) 1 1 1 0 1 12 16
倉治小学校 695 23(6) 1 1 1 1 1 36 41
旭小学校 358 12(3) 1 1 1 0 1 20 24

６．学校規模による業務量・運営コストの関係 

（１）学校規模による業務量の比較 

①小規模校と適正規模校の教職員数・業務量の比較 

 小規模校（例：長宝寺小学校）と適正規模校（比較的児童生徒数が多い学校例：倉治小学校、中

間的な児童生徒数の学校例：旭小学校）を比較すると、平成 30年度の児童数は約 4.3倍（倉治小

学校）と約 2.2 倍（旭小学校）であるのに対して、教職員の人数は約 2.6 倍（倉治小学校）と約

1.5倍（旭小学校）となっています。 

 

図表 各小学校の教職員数（平成 30年度） 

 

 

 

※1 （ ）内の支援学級数は外数 

 

 

図表 学校の規模による業務量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・教職員一人が担当する分

掌業務の範囲が広い。 

小
規
模
な
学
校 

（
比
較
的
児
童
数
が
少
な
い
学
校
） 

・教職員数、児童数の規模

に比例して、服務管理や

保護者対応等、業務量そ

のものが多い。 
適
正
規
模
校 

（
比
較
的
児
童
数
が
多
い
学
校
） 

教職員 

一人当たり 

の業務量 

＝ 

業務量 

／教職員数 

 （41人※2） 

※4 長宝寺小学校の例 ※2 倉治小学校の例 

・教職員数、児童数の規模

に比例して、服務管理や

保護者対応等の業務量が

ある。 

※3 旭小学校の例 

適
正
規
模
校 

（
中
間
的
な
児
童
数
の
学
校
） 

教職員 

一人当たり 

の業務量 

＝ 

業務量 

／教職員数 

 （24人※3） 

教職員 

一人当たり 

の業務量 

＝ 

業務量 

／教職員数 

 （16人※4） 

 
＜ 

 
＜ 
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1 成績一覧表・通知表の作成、指導要録の作成

2 教材研究、教材作成、授業（実験・学習）の準備

3 学年・学級通信の作成、掲示物等の作成・掲示

4 宿題、提出物の点検、テストの採点

5 朝学習、朝読書の指導、放課後の指導

6 出欠連絡や保護者からの電話連絡の対応、保護者への連絡（緊急時、周知）

7 清掃指導、教室等の環境整備

8 学期末の成績・統計・評定処理

9 児童・生徒、保護者との教育相談

ア．担任教員が主に対応する業務

1 学校行事の事前準備、当日の運営、後片付け

2 登校・下校指導、通学路の点検

3 関係機関への申請・登録、大会申込み

4 児童・生徒の問題行動への対応

5 特別な支援が必要な児童生徒への対応

6 朝の打合せ、学年会議、職員会議、各種委員会等の実施

7 会議のための事前準備、事後処理

8 ＰＴＡ活動に関する業務（活動への参加、会計・事務処理）

9 保護者・地域からの要望・苦情等の対応

10 国や教育委員会からの調査やアンケートへの対応

11 児童生徒の在籍管理（名簿の作成、出席簿の記入、月末統計）

12 部活動の活動計画の作成【中学校】

13 部活動の技術的な指導、各種大会への引率【中学校】

14 危機管理（不審者、学校侵入への対応）

15 地域との連携に関する業務（地域行事への参加、児童生徒の引率）

16 施設・備品の管理・整備、修繕

17 学校・敷地内の環境整備（清掃・除草など）

イ．複数の教員で対応できる業務

倉治小
教員29名

長宝寺小
教員8名

教員
一人当
たりの
業務量

一人当たり
の業務量は

同程度

ア
．
担
任
教
員
が
主
に
対
応
す
る
業
務

旭小
教員15名

適
正
規
模
校

（
比
較
的
児
童
生
徒
数
が
多
い
学
校
）

小
規
模
校

適
正
規
模
校

（
中
間
的
な
児
童
生
徒
数

の
学
校
）

倉治小 長宝寺小旭小

適
正
規
模
校

（
比
較
的
児
童
生
徒
数
が
多
い
学
校
）

小
規
模
校

業務量同程度

教員
一人当
たりの
業務量

一人当たりの

業務量は学校規模
が小さいほど多くなる

イ
．
複
数
の
教
員
で
対
応
で
き
る
業
務

適
正
規
模
校

（
中
間
的
な
児
童
生
徒
数
の
学
校
）

倉治小
教員36名

長宝寺小
教員12名

旭小
教員20名

倉治小 長宝寺小旭小

②教員の業務量（範囲） 

教員の主な業務としては、下表（教員の主な業務①②）のような項目が上げられます。業務の項

目は、「ア．担任教員が主に対応する業務」と「イ．複数の教員で対応できる業務」に分類するこ

とができます。 

図表 学校の規模による効率性の比較（小学校の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

教員の主な業務① 

教員の主な業務② 
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0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

長宝寺小

倉治小

旭小

（千万円）

1.87

2.33

1.96

光熱水費 修繕費委託費使用料及び
賃借料

その他
物件費

事業運営に
かかるコスト

施設に
かかるコスト

全体コスト
約1.25倍

倉治小の児童数は
長宝寺小の約3.5倍

旭小の児童数は
長宝寺小の約1.9倍

全体コスト
約1.05倍

「①担任教員が主に対応する業務」は主に各教員が担任学級の生徒に対する業務であり、各教員

の業務量（範囲）は変わらないが、「②複数の教員で対応できる業務」については、教員で分担す

る業務であり小規模校ほど業務量が多くなることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学校規模によるコスト比較 

平成 28年度の年間全体コストについて、小規模校（例：長宝寺小学校 1.87千万円）と適正規

模校（比較的児童生徒数が多い学校例：倉治小学校 2.33千万円、中間的な児童生徒数の学校例：

旭小学校 1.96千万円）を比較すると、約 1.25倍（倉治小学校）と約 1.05倍（旭小学校）にな

っています。 

平成 28 年 5 月 1 日時点の児童数では、長宝寺小学校（195 人）と倉治小学校（684 人）で

は、約 3.5倍となっています。長宝寺小学校と旭小学校（374人）では、約 1.9倍となっていま

す。 

図表 各小学校のコスト比較（平成 28年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「複数の教員で対応できる業務」については、小規模校の教員ほど分担する業務量が多くなる傾向

にあり、教員一人当たりの業務量が多くなる。 

○教員の業務負担の平準化や改善策（軽減策）として、学校規模の適正化及び以下のことなどが考

えられる。 

 ①ＩＣＴの導入 ②事務の共同実施 ③地域人材の活用 ④業務の外部委託など 

○コスト面において小規模校と適正規模校（比較的児童数が多い学校）と比較すると、児童数が約 3.5

倍でも全体コストは約 1.2倍となり、小規模な学校ほど全体コストが割高になる傾向にある。 

○学校規模の適正化によって、施設の維持管理に係るコストの有効活用が可能。 

※維持管理にかかる市費（教職員の人件費を含まない） 


